


事務事業の概要・計画（PLAN）

6 款 1 項 3 目

■ 評価対象事業 □ 評価対象外事業（事業の概要・結果のみ）

3

7

□

事業活動の内容・成果（DO）

前 3 3

7

6,413

0 0 0 0 0

4,155 0 20,927 0 0 20,927

事務事業名 果樹振興対策事業
会計名称 担当課 農業振興課

予算科目 事業番号

令和 3 年度　事務事業評価シート

一般会計

2480 所属長名 窪田春樹

担当責任者名 新英二

魅力ある農業の振興
総合計画での

位置付け

事業評価の有無

【開始】 令和/平成

令和産業振興都市の創造

未来型果樹産地強化支援事業費補助金交付要綱等

設定なし

実 施 期 間
【終了】

法令根拠等

事業の目的
愛媛県果樹農業振興計画のもと、豪雨災害からの復興、生産基盤の強化、商品力の
向上等を推進し、未来型果樹園を核とした産地の強化を図る。

年度

総合計画における
本事業の役割

昨年度の課題に
対する具体的な

改善策

近隣市町の動向確認や、所管他事業との調整を経て、対応可能と判断し、上乗せ補
助を実施することとする。

事 業 活 動 の 実 績 （ 活 動 指 標 ）

年度(予定)

昨年度の課題
果樹振興には、市の上乗せ補助について公平性・妥当性を検討し、可能と判断した
場合は、実施する必要がある。

事業の内容
（整備内容）

未来型果樹園づくり推進支援のうち、生産基盤強化のための整備として、紅まどん
な等の雨よけハウス、灌水設備、キウイ棚といった高品質生産に必要な施設等の整
備に対する支援を行う。

事 業 費 及 び 財 源 内 訳 （ 千 円 ）

魅力ある農業振興のための諸施策 事業の対象 JAえひめ中央（取組農業者）

9月末の実績 年度実績

紅まどんな等事業計画（実
施）面積

項       目 単位 年度実績 年度予定

ａ 60.1 165.3 0 165.3

28
ｷｳｲフルーツ事業計画（実
施）面積

ａ 31.2 28 00 0

2,258 0 10,463 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0

10,463

32,000

財
源
内
訳

前年度決算項           目

直   接   事   業   費

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

0 31,390 0 0 31,390

当初予算額 補正予算額 継続費その他 翌年度繰越 決算額

職員の人工（にんく）数 0.15

1人工当たりの人件費単価

一 般 財 源

向こう５年間の直接事業費の推移
（千円）

4 年度 5 年度 6

32,000 32,000 32,000

年度 7 年度 8 年度 5年間の合計

128,000

成
果
指
標

指　標

区分年度 前 年度 3

100

指標設定の考え方
長期計画のもと、当該年度に事業実施主体が計画する事業面積と、実
施面積を比較することで事業効果を図る。 実　績 100 100

年度 4 年度 目標 年度

⇒
目　標 100 100 100

指標で表せない
効果

愛媛県の戦略品目である紅まどんなの雨よけ栽培は、クラッキング予防に効果が高く、正品率の高まり＝収益性の向上につながり、以って産地供給力の強化に大きく貢献するもの
である。

当該年度の実施面積/当該年度の計画面積×100

単位

％

主な実施主体 補助金JAえひめ中央

0.15 0.15

7,812 7,841 7,841

7,585 1,176 32,566※　直接事業費＋人件費

実施形態（補助金・指定管
理料・委託料等の記載欄）



事務事業評価（CHECK)

5 施策の目的を果たすために必要不可欠な事業である。
4
3 概ね、施策の目的に沿った事業である。
2
1 この事業では施策の目的を果たすことができない。
5 社会情勢等のニーズに合致する。又は、行政管理上必要な事業である。
4
3 社会情勢に概ね適合する。又は、行政管理上、概ね妥当である。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応しておらず、見直しが必要である。
5 市が積極的に関与・実施すべき事業である。
4
3 今のところ市の関与・実施は妥当と判断できる。
2
1 市は関与しないで、民間や市民団体等に委ねるべきである。
5 市民生活の課題、又は行政内部の課題解決に大いに貢献している。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応できている。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっていない。
5 既に相応の成果を得ているが、まだまだ成果向上の余地がある。
4
3 今後、成果の向上が期待でき、事業継続の必要がある。
2
1 目的は十分達成されており、事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である。
4
3 施策推進に向け、効果を認めることができる。
2
1 施策推進につながっていない。
5 現状では最善の手段であり、他の方策を検討する必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も上がらず、効率的な手段の見直しが必要である。
5 投入コスト以上の成果を得ており、コスト削減の余地は見当たらない。
4
3 コスト削減に向けた取り組みを実施し、それに見合う成果を得ている。
2
1 満足する成果にも達せず、まだまだ事業費・人件費の削減余地がある。
5 他事例と比較し、財源・税負担も含め市民の負担は適正と認める。　　
4
3 他事例と比較し、財源・税負担も含め市民負担の検討の余地がある。
2
1 他事例と比較し、財源・税負担も含め市民負担の見直しが必要である。
5 施策の目的を果たすために必要不可欠な事業である。
4
3 概ね、施策の目的に沿った事業である。
2
1 この事業では施策の目的を果たすことができない。
5 社会情勢等のニーズに合致する。又は、行政管理上必要な事業である。
4
3 社会情勢に概ね適合する。又は、行政管理上、概ね妥当である。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応しておらず、見直しが必要である。
5 市が積極的に関与・実施すべき事業である。
4
3 今のところ市の関与・実施は妥当と判断できる。
2
1 市は関与しないで、民間や市民団体等に委ねるべきである。
5 市民生活の課題、又は行政内部の課題解決に大いに貢献している。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応できている。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっていない。
5 既に相応の成果を得ているが、まだまだ成果向上の余地がある。
4
3 今後、成果の向上が期待でき、事業継続の必要がある。
2
1 目的は十分達成されており、事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である。
4
3 施策推進に向け、効果を認めることができる。
2
1 施策推進につながっていない。
5 現状では最善の手段であり、他の方策を検討する必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も上がらず、効率的な手段の見直しが必要である。
5 投入コスト以上の成果を得ており、コスト削減の余地は見当たらない。
4
3 コスト削減に向けた取り組みを実施し、それに見合う成果を得ている。
2
1 満足する成果にも達せず、まだまだ事業費・人件費の削減余地がある。
5 他事例と比較し、財源・税負担も含め市民の負担は適正と認める。　　
4
3 他事例と比較し、財源・税負担も含め市民負担の検討の余地がある。
2
1 他事例と比較し、財源・税負担も含め市民負担の見直しが必要である。

新たな課題や当初の
改善策に対する対応状況
（今年度の途中経過）

新たな枠組みによる県事業の開始に伴い、事業目的に沿い、産地の要望を踏まえた事業の推進を図る。
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妥当性

目的の妥当性 4 合計点が

14～15：Ｓ
10～13：Ａ
 8～ 9：Ｂ
 5～ 7：Ｃ
 3～ 4：Ｄ

事

業

成

果

・

工

夫

し

た

点

事
業
の
苦
労
し
た
点
・
課
題

前事業の内容がおおむね踏襲されたことから、継続して
地域振興品種の高品質生産のための施設・設備の整備に
よる生産基盤の強化を図った。

産地の要望を踏まえ、引き続き高品質生産体制の基盤整
備の強化のための支援を行う。

事

業

の

方

向

性

所

属

長

の

課

題

認

識

■ 事業継続と判断する。

□ 事業縮小と判断する

□

（判断の理由）

A社会情勢等への対応 4

市の関与の妥当性 4

4

市民（受益者）負担
の適正 4

目的の妥当性 4

事業廃止と判断する

施策への貢献度 4

効率性

手段の最適性 4 合計点が

14～15：Ｓ
10～13：Ａ
 8～ 9：Ｂ
 5～ 7：Ｃ
 3～ 4：Ｄ

A

最適な手段であるが、更に民活、他事業との統合・連携等の検討の余地がある。

コスト効率

有効性

事業の効果 4 合計点が

14～15：Ｓ
10～13：Ａ
 8～ 9：Ｂ
 5～ 7：Ｃ
 3～ 4：Ｄ

A成果向上の可能性 4

本事業は、ＴＰＰ１１や日米貿易協定の発効により、今後、
段階的に柑橘等の関税が撤廃されていく中、Ｒ１２を目標年
度とする「新たな愛媛県果樹農業振興計画」に掲げる未来型
果樹園の創造とブランド果実の安定供給による儲かる果樹農
業の確立をめざして、地域の特色を活かしながら産地の強化
を図る新規事業であることから、本市における効果は高いと
認められるため、事業継続と判断する。

3

4

効率性

手段の最適性 4

一
 
次
 
判
 
定
 
（

 
所
 
属
 
長
 
）

妥当性

有効性
本事業の未来型果樹園づくり推進支援については、高品
質・高収量のために必要なハウス・かん水施設・果樹棚
等の整備であるが、果樹農家に限定した事業であると同
時に市の上乗せ補助事業でもあるため、今年度から新規
事業として取り組む担い手総合支援事業の受益者との公
平性、周辺市町との均衡性の確保について、常に検証し
ながら、生産基盤の強化・商品力の向上等を推進し、未
来型果樹園を核とした産地の強化に努める必要がある。

合計点が

14～15：Ｓ
10～13：Ａ
 8～ 9：Ｂ
 5～ 7：Ｃ
 3～ 4：Ｄ

A

最適な手段であるが、更に民活、他事業との統合・連携等の検討の余地がある。

コスト効率 4

市民（受益者）負担
の適正

社会情勢等への対応 4

市の関与の妥当性 3

事業の効果 3 合計点が

14～15：Ｓ
10～13：Ａ
 8～ 9：Ｂ
 5～ 7：Ｃ
 3～ 4：Ｄ

A

合計点が

14～15：Ｓ
10～13：Ａ
 8～ 9：Ｂ
 5～ 7：Ｃ
 3～ 4：Ｄ

A

成果向上の可能性 4

施策への貢献度



今後の方向性（ACTION）

⇒

□ 既に事業廃止が決定していることから、廃止に向けた手続を行う。

指摘事項を踏まえ、事務改善、事業推進
に努め、今年度の事務事業評価シートに
反映させること。

□ 一次判定結果のとおり事業継続と判断する。

□

一次判定結果のとおり事業継続と判断するが、以下の課題を新たに追加する。

□ 一次判定結果のとおり事業縮小と判断し、行政評価委員会に諮ることとする。

□ 一次判定結果のとおり事業廃止と判断し、行政評価委員会に諮ることとする。

□ 現状のまま継続する。

□ 右記の点を見直しの上、継続する。

行
政
評
価
委
員
会
の
答
申

外
 
 
部
 
 
評
 
 
価

答申の内容

□ 事業の縮小を行う。

□ 事業の休止、廃止を行う。

経
営
者
会
議

の
最
終
判
断

事業の方向性

■

一次判定は以下の点について外部評価が必要と判断し、行政評価委員会に諮ることとする。

【行政評価委員会委員選定事業】

施
 
策
 
を
 
踏
 
ま
 
え
 
た
 
判
 
断

二
　
　
　
次
　
　
　
判
　
　
　
定

□

一次判定結果は以下の点について良好と評価し、更なる事業推進を求める。

コメント欄

□ さらに重点化する。



事務事業の概要・計画（PLAN）の補足

事業活動の内容・成果（DO)の補足 その他の補足

（決算額の数値を記入） 別添添付資料

参考データ

（検索ワード）

（検索ワード）

令和３年度事務事業補助シート 事務事業名 果樹振興対策事業

0 一般事務費、上記で書き表せないもの

事務事業名 事務事業の概要

事務事業名

担い手総合支援事業

上記以外の事業費合計

摘　要

未来型果樹産地強化支援事業費補助金

直接事業費 31,390

節
負担金・補助及び交付金

事業費

31,390

細節

補助金

整備に対する支援

事業コード

2459

摘　　要

新規就農者の確保・定着を図るため、農業機械・施設（雨よけハウス、果樹棚）の

事業コード

独立した事業であり、このシートだけで十分事業の説明が可能である。

事業の性格

下記に掲げる事業と密接な関係があり、これらのシートと合わせてこの事業の説明が可能である。

事業の類似性
独自性が強く、類似する事業は思い浮かばない。

下記に掲げる事業において、摘要に掲げる項目に関し類似性が認められる。

直接事業費（単位：千円）の内訳（説明に必要と思われる項目を列記すること） 添付資料は用意すること

位置図（施設の場所、作業場所など）

パンフレット

その他（独自に作成した概要、説明資料）

伊予市ホームページ

その他参考となるホームページ

その他国や県が出している参考資料

特になし



事務事業の概要・ 計画（ PLAN）

6 款 1 項 3 目

■ 評価対象事業 □ 評価対象外事業（ 事業の概要・ 結果のみ）

24

■

事業活動の内容・ 成果（ DO）

前 3 3

毎

主な実施主体 補助金直接実施

0. 50 0. 59

7, 812 7, 841 7, 841

28, 434 35, 421 29, 981※　 直接事業費＋人件費

実施形態（ 補助金・ 指定管
理料・ 委託料等の記載欄）

当該年度新規採択農家数/当該年度予定新規採択農家数×１
０ ０

単位

％
100%以上 100%以上

指標で表せない
効果

就農初期の経営の不安定な時期に給付金を支給するこ と で、 生計の安定が図ら れ、 地域の担い手と し ての能力向上、 意識高揚に貢献するも のである。

31, 800 161, 094

成
果
指
標

指　 標

区分年度 前 年度 3

100%以上

指標設定の考え方
本市総合計画において、 新規就農者数を28人（ 令和元年度） から 40人
（ 令和７ 年度） に増やすこ と を 目標と し ており 、 次世代人材投資事業
を活用し た新規採択農家数を毎年度5人確保に向け事業の推進を図る。 実　 績 0. 6 0. 6

年度 4 年度 目標 年度

⇒
目　 標 100%以上

年度 7 年度 8 年度 5年間の合計
向こ う ５ 年間の直接事業費の推移

（ 千円）

4 年度 5 年度 6

33, 894 31, 800 31, 800 31, 800

財
源
内
訳

前年度決算項           目

直   接   事   業   費

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

31, 500 △ 4, 645 0 0 25, 355

当初予算額 補正予算額 継続費その他 翌年度繰越 決算額

職員の人工（ にんく ） 数 0. 50

1人工当たり の人件費単価

一 般 財 源

0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0

0

9月末の実績 年度実績

新規採択農家数

項       目 単位 年度実績 年度予定

人 3 5 3 3

事業の目的
就農初期の経営が不安定な時期における青年就農者に対し 、 5年間の補助金交付によ
り 生計の安定化を図るこ と を目的と する。

年度

総合計画における
本事業の役割

昨年度の課題に
対する具体的な

改善策

農業振興センタ ーの特色を生かし た新規就農者サポート チームによるき め細やかな
相談、 アド バイ ス等を実施し 、 地域の中心経営体と なるよう 育成支援を図る。

事 業 活 動 の 実 績 （ 活 動 指 標 ）

年度( 予定)

昨年度の課題

今後の地域農業のリ ーダーと なる人材の層を厚く するため、 就農希望者や経営発展
を目指す農業者等に対し て、 高度な経営力、 地域リ ーダーと し ての人間力等を養成
し 、 青年新規就農者を定着さ せ、 如何にすれば持続可能な力強い農業を実現出来る
か積極的に検討する必要がある。

事業の内容
（ 整備内容）

要件を満たす青年就農者に対する支援のための補助事業

事 業 費 及 び 財 源 内 訳 （ 千 円 ）

魅力ある農業の振興に資する新規就農者の確保 事業の対象 50歳未満の新規就農者

担当責任者名 中塚正洋

魅力ある農業の振興
総合計画での

位置付け

事業評価の有無

【 開始】 令和/平成

令和産業振興都市の創造

伊予市農業次世代人材投資事業費補助金交付要綱

設定なし

実 施 期 間
【 終了】

法令根拠等

事務事業名 新規就農総合支援事業
会計名称 担当課 農業振興課

予算科目 事業番号

令和 3 年度　 事務事業評価シート

一般会計

2456 所属長名 窪田春樹

24, 528

0 0 0 0 0

24, 528 31, 500 △ 4, 645 0 0 25, 355



事務事業評価（ CHECK)

5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。
5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

成果向上の可能性 4

施策への貢献度

本事業は、 農林水産省「 農業人材強化総合支援事業実施要
綱」 等に基づく 事務事業であり 、 農業従事者の高齢化が急速
に進展する 中、 持続可能な力強い農業を 実現する には、 次世
代を 担う 農業者の育成・ 確保に向けた取り 組みを 総合的に講
じ る必要がある 。  
そのためには、 就農準備・ 経営開始に要する 資金の交付や地
域における 新規就農者に対する 支援体制が重要である ため、
事業継続と 判断する。

4

4

効率性

手段の最適性 4

一
 
次
 
判
 
定
 
（

 
所
 
属
 
長
 
）

妥当性

有効性
本事業は、 資金交付の要件に「 人・ 農地プラ ンの中心的
経営体」 に位置付けら れる必要があるため、 プラ ン未作
成地域から 交付対象者が出た場合に、 急いで作成・ 更新
するこ と のないよう 、 作成に効果を持たせてプラ ンの浸
透に努める。  
また、 次年度から 事業が見直さ れ、 経営発展に向けた初
期投資を支援する事業が始まると と も に、 も う 一つの柱
と し て、 市等が事業実施主体と なる地域サポート 体制の
構築がある。 そのため、 一人でも 多く の新規就農者を確
保・ 育成に向け、 新規就農から 経営発展に至る長期的な
地域サポート 体制によっ て着実に進める必要があると 考
える。

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率 4

市民（ 受益者） 負担
の適正

社会情勢等への対応 4

市の関与の妥当性 4

事業の効果 3 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

事業廃止と 判断する

施策への貢献度 5

効率性

手段の最適性 5 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率

有効性

事業の効果 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A成果向上の可能性 4

A社会情勢等への対応 4

市の関与の妥当性 4

4

市民（ 受益者） 負担
の適正 4

目的の妥当性 4

新たな課題や当初の
改善策に対する対応状況
（ 今年度の途中経過）

９ 月末現在で新規就農者３ 名を 確保し ており 、 今後も 個別勉強会や事業の周知を通じ て新規就農者の確保に努めたい。

事
 
 
 
 
 
 
務
 
 
 
 
 
 
事
 
 
 
 
 
 
業
 
 
 
 
 
 
の
 
 
 
 
 
 
評
 
 
 
 
 
 
価

自
 
己
 
判
 
定
 
（

 
担
 
当
 
責
 
任
 
者
 
）

妥当性

目的の妥当性 5 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

事

業

成

果

・

工

夫

し

た

点

事
業
の
苦
労
し
た
点
・
課
題

関係機関と 連携し 、 新規就農相談、 就農後のフ ォ ローを
実施するなどし て、 新規就農者の増加、 離農防止に努め
た。

国の次年度事業の内容が確定せず、 就農相談者に対し て
明確な説明を行う こ と が出来なかっ た。

事

業

の

方

向

性

所

属

長

の

課

題

認

識

■ 事業継続と 判断する。

□ 事業縮小と 判断する

□

（ 判断の理由）



今後の方向性（ ACTI ON）

□ 事業の縮小を 行う 。

□ 事業の休止、 廃止を 行う 。

経
営
者
会
議

の
最
終
判
断

事業の方向性

■

一次判定は以下の点について外部評価が必要と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

【 行政評価委員会委員選定業】

施
 
策
 
を
 
踏
 
ま
 
え
 
た
 
判
 
断

二
　
　
　
次
　
　
　
判
　
　
　
定

□

一次判定結果は以下の点について良好と 評価し 、 更なる事業推進を 求める。

コ メ ント 欄

□ さ ら に重点化する。

□ 現状のまま継続する。

□ 右記の点を見直し の上、 継続する 。

行
政
評
価
委
員
会
の
答
申

外
 
 
部
 
 
評
 
 
価

答申の内容

⇒

□ 既に事業廃止が決定し ている こ と から 、 廃止に向けた手続を 行う 。

指摘事項を踏まえ、 事務改善、 事業推進
に努め、 今年度の事務事業評価シート に
反映さ せるこ と 。

□ 一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する 。

□

一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する が、 以下の課題を 新たに追加する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業縮小と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業廃止と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。



事務事業の概要・計画（PLAN）の補足

事業活動の内容・成果（DO)の補足 その他の補足

（決算額の数値を記入） 別添添付資料

参考データ

（検索ワード）

（検索ワード）
上記以外の事業費合計 0 一般事務費、上記で書き表せないもの

負担金・補助及び交付金 補助金 25,355 農業次世代人材投資事業費補助金

節 細節 事業費 摘　要

直接事業費 25,355

事業コード 事務事業名 摘　　要

令和３年度事務事業補助シート 事務事業名 新規就農総合支援事業

事業コード 事務事業名 事務事業の概要

独立した事業であり、このシートだけで十分事業の説明が可能である。

事業の性格

下記に掲げる事業と密接な関係があり、これらのシートと合わせてこの事業の説明が可能である。

事業の類似性
独自性が強く、類似する事業は思い浮かばない。

下記に掲げる事業において、摘要に掲げる項目に関し類似性が認められる。

直接事業費（単位：千円）の内訳（説明に必要と思われる項目を列記すること） 添付資料は用意すること

位置図（施設の場所、作業場所など）

パンフレット

その他（独自に作成した概要、説明資料）

伊予市ホームページ

その他参考となるホームページ

その他国や県が出している参考資料

特になし



事務事業の概要・ 計画（ PLAN）

6 款 1 項 3 目

■ 評価対象事業 □ 評価対象外事業（ 事業の概要・ 結果のみ）

3

■

事業活動の内容・ 成果（ DO）

前 3 3

毎

主な実施主体 補助金JAえひめ中央

0. 00 0. 27

7, 812 7, 841 7, 841

5, 793 0 15, 531※　 直接事業費＋人件費

実施形態（ 補助金・ 指定管
理料・ 委託料等の記載欄）

当該年度実績人数/当初計画予定人数×100

単位

％
100 100

指標で表せない
効果

就農時に必要な機械・ 施設等導入に対し て支援するこ と で、 本市を就農先と し て選択する研修生を確保する。

13, 000 65, 000

成
果
指
標

指　 標

区分年度 前 年度 3

100

指標設定の考え方
研修生を支援するこ と で新規就農者の確保に繋がるこ と から 、 計画と
実績を 比較するこ と で事業効果と する。 実　 績 100 100 100 100

年度 4 年度 目標 年度

⇒
目　 標 100

年度 7 年度 8 年度 5年間の合計
向こ う ５ 年間の直接事業費の推移

（ 千円）

4 年度 5 年度 6

13, 000 13, 000 13, 000 13, 000

財
源
内
訳

前年度決算項           目

直   接   事   業   費

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

0 14, 887 0 0 13, 414

当初予算額 補正予算額 継続費その他 翌年度繰越 決算額

職員の人工（ にんく ） 数 0. 20

1人工当たり の人件費単価

一 般 財 源

0 0

0 0 4, 154 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0

3, 942

9月末の実績 年度実績

研修生

項       目 単位 年度実績 年度予定

人 13 12 12 12

機 20 4 4機械

3施設 基 3 3

事業の目的

農業従事者の高齢化と 減少が急速に進んでおり 、 農業生産の確保と 集落における農
地の維持が困難になり つつあるため、 多様な担い手を確保・ 育成し ていく ため、 募
集から 研修、 就農、 経営発展、 経営継承まで一貫し た支援により 、 意欲ある担い手
を確保する。

年度

総合計画における
本事業の役割

昨年度の課題に
対する具体的な

改善策

事 業 活 動 の 実 績 （ 活 動 指 標 ）

年度( 予定)

昨年度の課題

事業の内容
（ 整備内容）

研修Ｊ Ａ 等が就農候補者への研修を 実施するために行う 活動の支援 
研修Ｊ Ａ 等が就農候補者を次世代の農業者と し て育成するため先進的技術の導入
や、 効率的な経営の実践に必要と なる農業機械・ 施設等の整備支援

事 業 費 及 び 財 源 内 訳 （ 千 円 ）

魅力ある農業の振興に関する新規就農者の確保・ 育成 事業の対象 JAえひめ中央（ 取組農業者）

担当責任者名 中塚正洋

魅力ある農業の振興
総合計画での

位置付け

事業評価の有無

【 開始】 令和/平成

令和産業振興都市の創造

令和３ 年度伊予市担い手総合支援事業費補助金交付要綱

設定なし

実 施 期 間
【 終了】

法令根拠等

事務事業名 担い手総合支援事業
会計名称 担当課 農業振興課

予算科目 事業番号

令和 3 年度　 事務事業評価シート

一般会計

2459 所属長名 窪田春樹

4, 231

0 0 0 0 0

4, 231 0 10, 733 0 0 9, 472



事務事業評価（ CHECK)

5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。
5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

成果向上の可能性 4

施策への貢献度

本事業は、 農業の担い手不足が本市の農政を左右する大
きな課題であるこ と を真正面から 捉え、 Ｊ Ａ による新規
就農者の確保・ 定着や優良農地の維持を強力に進める事
業であるこ と から 、 事業継続と 判断する。

3

4

効率性

手段の最適性 4

一
 
次
 
判
 
定
 
（

 
所
 
属
 
長
 
）

妥当性

有効性
本事業の就農候補者研修支援事業は、 Ｊ Ａ が県費を受け
て実施するも ので市と し て関与の余地は少ないが、 新規
就農者にと っ て欠かせない事業のため、 引き続き目標達
成に向け支援する必要がある。  
従事者の高齢化と 減少が急速に進み、 農業生産の確保と
集落における農地の維持が困難になり つつあるこ と か
ら 、 多様な担い手を確保・ 育成し ていく ために、 少し で
も 早く 新規事業をフ ル活用できる体制を整える。

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率 3

市民（ 受益者） 負担
の適正

社会情勢等への対応 4

市の関与の妥当性 4

事業の効果 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

事業廃止と 判断する

施策への貢献度 4

効率性

手段の最適性 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率

有効性

事業の効果 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A成果向上の可能性 4

A社会情勢等への対応 4

市の関与の妥当性 4

4

市民（ 受益者） 負担
の適正 4

目的の妥当性 4

新たな課題や当初の
改善策に対する対応状況
（ 今年度の途中経過）

県の次世代フ ァ ーマーサポート 事業の後継事業であり 、 担い手への重要な支援策と 位置付け、 市費の投入も 含め担い手確保・ 定着を推進する。

事
 
 
 
 
 
 
務
 
 
 
 
 
 
事
 
 
 
 
 
 
業
 
 
 
 
 
 
の
 
 
 
 
 
 
評
 
 
 
 
 
 
価

自
 
己
 
判
 
定
 
（

 
担
 
当
 
責
 
任
 
者
 
）

妥当性

目的の妥当性 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

事

業

成

果

・

工

夫

し

た

点

事
業
の
苦
労
し
た
点
・
課
題

新規就農者の生産活動の安定、 発展さ せるこ と で、 担い
手の確保が推進さ れている。

農業者の経営計画に基づいた適正な機械・ 設備等の導入
であるか見極め、 審査する必要があると 同時に、 導入後
の利用促進、 経営発展への理解を促さ なければなら な
い。

事

業

の

方

向

性

所

属

長

の

課

題

認

識

■ 事業継続と 判断する。

□ 事業縮小と 判断する

□

（ 判断の理由）



今後の方向性（ ACTI ON）

□ 事業の縮小を 行う 。

□ 事業の休止、 廃止を 行う 。

経
営
者
会
議

の
最
終
判
断

事業の方向性

■

一次判定は以下の点について外部評価が必要と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

【 行政評価委員会委員選定事業】

施
 
策
 
を
 
踏
 
ま
 
え
 
た
 
判
 
断

二
　
　
　
次
　
　
　
判
　
　
　
定

□

一次判定結果は以下の点について良好と 評価し 、 更なる事業推進を 求める。

コ メ ント 欄

□ さ ら に重点化する。

□ 現状のまま継続する。

□ 右記の点を見直し の上、 継続する 。

行
政
評
価
委
員
会
の
答
申

外
 
 
部
 
 
評
 
 
価

答申の内容

⇒

□ 既に事業廃止が決定し ている こ と から 、 廃止に向けた手続を 行う 。

指摘事項を踏まえ、 事務改善、 事業推進
に努め、 今年度の事務事業評価シート に
反映さ せるこ と 。

□ 一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する 。

□

一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する が、 以下の課題を 新たに追加する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業縮小と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業廃止と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。



事務事業の概要・計画（PLAN）の補足

事業活動の内容・成果（DO)の補足 その他の補足

（決算額の数値を記入） 別添添付資料

参考データ

（検索ワード）

（検索ワード）
上記以外の事業費合計 0 一般事務費、上記で書き表せないもの

負担金・補助及び交付金 補助金 13,414 担い手総合支援事業費補助金

節 細節 事業費 摘　要

2480 果樹振興対策事業 果樹生産基盤を強化し高品質・高収量のため、必要な機械施設等（雨よけハウス、

果樹棚）の整備に対する支援

直接事業費 13,414

事業コード 事務事業名 摘　　要

令和３年度事務事業補助シート 事務事業名 担い手総合支援事業

事業コード 事務事業名 事務事業の概要

独立した事業であり、このシートだけで十分事業の説明が可能である。

事業の性格

下記に掲げる事業と密接な関係があり、これらのシートと合わせてこの事業の説明が可能である。

事業の類似性
独自性が強く、類似する事業は思い浮かばない。

下記に掲げる事業において、摘要に掲げる項目に関し類似性が認められる。

直接事業費（単位：千円）の内訳（説明に必要と思われる項目を列記すること） 添付資料は用意すること

位置図（施設の場所、作業場所など）

パンフレット

その他（独自に作成した概要、説明資料）

伊予市ホームページ

その他参考となるホームページ

その他国や県が出している参考資料

特になし



事務事業の概要・ 計画（ PLAN）

8 款 7 項 1 目

■ 評価対象事業 □ 評価対象外事業（ 事業の概要・ 結果のみ）

17

■

事業活動の内容・ 成果（ DO）

前 3 3

毎

主な実施主体 直接実施

2. 60 2. 60

7, 812 7, 841 7, 841

58, 638 59, 611 53, 817※　 直接事業費＋人件費

実施形態（ 補助金・ 指定管
理料・ 委託料等の記載欄）

（ 要望件数÷予算措置対応件数） ×100

単位

％
100 100

指標で表せない
効果

300, 000 420, 000

成
果
指
標

指　 標

区分年度 前 年度 3

100

指標設定の考え方
成果指標を目標値に近づけるこ と により 、 公営住宅を良好な状態に保
ち、 入居者に提供する。 実　 績 100 100

年度 4 年度 目標 年度

⇒
目　 標 100

97. 15家賃収納率（ 現年） ％ 97. 27 46. 22

年度 7 年度 8 年度 5年間の合計
向こ う ５ 年間の直接事業費の推移

（ 千円）

4 年度 5 年度 6

30, 000 30, 000 30, 000 30, 000

財
源
内
訳

前年度決算項           目

直   接   事   業   費

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

39, 224 0 0 0 33, 430

当初予算額 補正予算額 継続費その他 翌年度繰越 決算額

職員の人工（ にんく ） 数 2. 60

1人工当たり の人件費単価

一 般 財 源

80 33, 430

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

38, 327 39, 224 0 0

0

9月末の実績 年度実績

一般修繕件数

項       目 単位 年度実績 年度予定

件 83 52 100

戸 498 498 493入居戸数

15退去時修繕件数 件 20

事業の目的
公共の資産である公営住宅を良好な状態に保ち、 入居者の安全及び利便性の向上に
努め、 団地内の居住環境の維持・ 保全を図る。

年度

総合計画における
本事業の役割

昨年度の課題に
対する具体的な

改善策

指定管理者制度を導入するために、 先進事例や有効性・ 経済性を 研究し た結果、 経
済性の面で指定管理者制度に優位性が見ら れなかっ た。 今後は、 経済的に有利と な
る指定管理方法について研究を 進めたい。

事 業 活 動 の 実 績 （ 活 動 指 標 ）

年度( 予定)

昨年度の課題
指定管理者制度を速やかに導入するため、 先進事例や有効性・ 経済性を研究する必
要がある。

事業の内容
（ 整備内容）

市営住宅の一般修繕及び退去時の修繕等維持管理運営。

事 業 費 及 び 財 源 内 訳 （ 千 円 ）

｢伊予市営住宅スト ッ ク 総合活用計画・ 長寿命化計画｣に基づき、 長期的な公営住宅
の活用を目指す。

事業の対象 市民（ 市営住宅入居者及び近隣住民等）

担当責任者名 松本憲文

安ら ぎのある住環境づく り
総合計画での

位置付け

事業評価の有無

【 開始】 令和/平成

令和快適空間都市の創造

公営住宅法

設定なし

実 施 期 間
【 終了】

法令根拠等

事務事業名 市営住宅管理事業
会計名称 担当課 都市住宅課

予算科目 事業番号

令和 3 年度　 事務事業評価シート

一般会計

3810 所属長名 三谷陽紀

38, 327

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0



事務事業評価（ CHECK)

5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。
5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

B

成果向上の可能性 3

施策への貢献度

市営住宅の適正な管理運営に必要な事業であるため。 。

4

3

効率性

手段の最適性 3

一
 
次
 
判
 
定
 
（

 
所
 
属
 
長
 
）

妥当性

有効性
長寿命化計画に基づき 必要と なる住宅戸数を確保し なけ
ればなら ないが、 建替え以外の方法も 検討し 、 効果的に
事業を進めていく 必要がある。

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率 3

市民（ 受益者） 負担
の適正

社会情勢等への対応 3

市の関与の妥当性 2

事業の効果 3 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

B

事業廃止と 判断する

施策への貢献度 3

効率性

手段の最適性 3 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

B

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率

有効性

事業の効果 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A成果向上の可能性 3

A社会情勢等への対応 3

市の関与の妥当性 3

3

市民（ 受益者） 負担
の適正 3

目的の妥当性 4

新たな課題や当初の
改善策に対する対応状況
（ 今年度の途中経過）

少し でも 早く 入居でき るよう に退去時修繕については、 迅速に対応を行っ ている。  
一般修繕についても 、 入居者から の相談を受けた後に、 速やかな対応を心掛け住環境の維持・ 保全を図っ ている。

事
 
 
 
 
 
 
務
 
 
 
 
 
 
事
 
 
 
 
 
 
業
 
 
 
 
 
 
の
 
 
 
 
 
 
評
 
 
 
 
 
 
価

自
 
己
 
判
 
定
 
（

 
担
 
当
 
責
 
任
 
者
 
）

妥当性

目的の妥当性 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

事

業

成

果

・

工

夫

し

た

点

事
業
の
苦
労
し
た
点
・
課
題

一般修繕については、 「 入居のし おり 」 に基づき修繕行
なっ ているが、 老朽化が進み、 件数が増えた。 また、 コ
ロナの影響を受け修繕箇所によっ ては、 物が入り にく く
なっ ており 、 退去時修繕等の工期が長く なっ ている。  
滞納整理については、 昨年同様に新たな、 長期滞納者を
出さ ないよう 電話催告等を行っ た。

家賃の算定誤り があっ たため、 今後同じ 誤り がないよ
う 、 マニュ アルの再構成や、 チェ ッ ク 体制の再築など行
い、 入居者等の信頼の回復に努める。  
退去時、 一般修繕共に、 コ ロナの影響に伴い、 一部機器
や部材の入荷遅れ等による工期が長期化し てき ている。
特に、 電気温水器等の給湯設備については、 故障前に修
繕を 行ない、 入居者が、 安心し て生活できるよう に努め
る必要がある。  

事

業

の

方

向

性

所

属

長

の

課

題

認

識

■ 事業継続と 判断する。

□ 事業縮小と 判断する

□

（ 判断の理由）



今後の方向性（ ACTI ON）

□ 事業の縮小を 行う 。

□ 事業の休止、 廃止を 行う 。

経
営
者
会
議

の
最
終
判
断

事業の方向性

■

一次判定は以下の点について外部評価が必要と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

【 行政評価委員会委員選定事業】
指定管理者制度を速やかに導入するため、 先進事例や有効性・ 経済性を研究する必要がある。

施
 
策
 
を
 
踏
 
ま
 
え
 
た
 
判
 
断

二
　
　
　
次
　
　
　
判
　
　
　
定

□

一次判定結果は以下の点について良好と 評価し 、 更なる事業推進を 求める。

コ メ ント 欄

□ さ ら に重点化する。

□ 現状のまま継続する。

□ 右記の点を見直し の上、 継続する 。

行
政
評
価
委
員
会
の
答
申

外
 
 
部
 
 
評
 
 
価

答申の内容

⇒

□ 既に事業廃止が決定し ている こ と から 、 廃止に向けた手続を 行う 。

指摘事項を踏まえ、 事務改善、 事業推進
に努め、 今年度の事務事業評価シート に
反映さ せるこ と 。

□ 一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する 。

□

一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する が、 以下の課題を 新たに追加する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業縮小と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業廃止と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。



事務事業の概要・計画（PLAN）の補足

事業活動の内容・成果（DO)の補足 その他の補足

（決算額の数値を記入） 別添添付資料

参考データ

（検索ワード）

（検索ワード）

令和３年度事務事業補助シート 事務事業名 市営住宅管理事業

0 一般事務費、上記で書き表せないもの

事務事業名 事務事業の概要

事務事業名

上記以外の事業費合計

摘　要

1,582

4

376

7,776

直接事業費 33,430

節

需用費

125

事業費

23,567

負担金・補助及び交付金

役務費

委託料
使用料及び賃借料

工事請負費

細節

事業コード 摘　　要

事業コード

独立した事業であり、このシートだけで十分事業の説明が可能である。

事業の性格

下記に掲げる事業と密接な関係があり、これらのシートと合わせてこの事業の説明が可能である。

事業の類似性
独自性が強く、類似する事業は思い浮かばない。

下記に掲げる事業において、摘要に掲げる項目に関し類似性が認められる。

直接事業費（単位：千円）の内訳（説明に必要と思われる項目を列記すること） 添付資料は用意すること

位置図（施設の場所、作業場所など）

パンフレット

その他（独自に作成した概要、説明資料）

伊予市ホームページ

その他参考となるホームページ

その他国や県が出している参考資料

特になし



事務事業の概要・ 計画（ PLAN）

2 款 1 項 14 目

■ 評価対象事業 □ 評価対象外事業（ 事業の概要・ 結果のみ）

22

■

事業活動の内容・ 成果（ DO）

前 3 3

毎

主な実施主体 委託料

㈲日光タ ク シー、 どるばハ
イ ヤー㈲、 ㈱伊予観光タ ク
シー、 ㈲松前交通タ ク
シー、 ㈱協和産業

0. 85 0. 85

7, 812 7, 841 7, 841

65, 934 63, 549 63, 029※　 直接事業費＋人件費

実施形態（ 補助金・ 指定管
理料・ 委託料等の記載欄）

デマンド タ ク シー及びコ ミ ュ ニティ バスの利用者数

単位

人
16500 16500

指標で表せない
効果

コ ミ ュ ニティ バスは、 新たに追加し た路線や停留所及びフ リ ー乗降区間により 利用者数の増加が見ら れる一方、 路線によっ ては利用者の伸び悩みがある。 また、 デマンド タ ク シー
は年々利用者数が減少と なっ ている。 全体の利用者は増えつつあるが、 各路線の利用状況を注視する必要がある。

60, 000 300, 000

成
果
指
標

指　 標

区分年度 前 年度 3

16500

指標設定の考え方
デマンド タ ク シー及びコ ミ ュ ニティ バスを利用し た人数を指標と し て
設定するこ と により 、 当該事業の必要性・ 実効性を認識する。 実　 績 14305 14673

年度 4 年度 目標 年度

⇒
目　 標 16500

年度 7 年度 8 年度 5年間の合計
向こ う ５ 年間の直接事業費の推移

（ 千円）

4 年度 5 年度 6

60, 000 60, 000 60, 000 60, 000

財
源
内
訳

前年度決算項           目

直   接   事   業   費

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

56, 884 41 0 0 56, 364

当初予算額 補正予算額 継続費その他 翌年度繰越 決算額

職員の人工（ にんく ） 数 0. 85

1人工当たり の人件費単価

一 般 財 源

47960 3, 250

2, 055 1, 084 △ 100 0 0

26, 000 52, 800 141 0 0 52, 600

31, 239 3, 000 0 0

514

9月末の実績 年度実績

デマンド タ ク シー利用者数

項       目 単位 年度実績 年度予定

人 5177 6500 2409 4603

回 5 5 2 7公共交通啓発チラ シ

10070コ ミ ュ ニティ バス利用者数 人 9128 10000

事業の目的
誰も が安全で安心し て暮ら せるまちづく り を目指し 、 人口減少地域及び交通空白地
域に配慮し た「 分散型まちづく り 」 の推進、 各地域の均衡ある発展を図るため、 市
民にと っ て便利で使いやすい公共交通システムを構築する。

年度

総合計画における
本事業の役割

昨年度の課題に
対する具体的な

改善策

特にデマンド タ ク シーの利用者数の減少に歯止めがかから ないため、 地元住民に対
し て利用啓発を 行い、 新たな利用者の発掘、 また利用促進に努める。

事 業 活 動 の 実 績 （ 活 動 指 標 ）

年度( 予定)

昨年度の課題
コ ミ ュ ニティ ーバスも デマンド タ ク シーにおいても 、 利用促進を 図るため対策を 速
やかに検討・ 実施するこ と 。

事業の内容
（ 整備内容）

市民生活における交通手段の確保と 地域内交流の促進に伴う 地域活性化を目指すた
め、 中山・ 双海地域にはデマンド タ ク シーを、 本庁地区にはコ ミ ュ ニティ バスをそ
れぞれ導入し 、 適正な運行管理を行う 。

事 業 費 及 び 財 源 内 訳 （ 千 円 ）

中山・ 双海地域の人口減少地域における交通手段の確保及び本庁地区の交通空白地
域の解消を図るために運行を行う 。

事業の対象 交通空白地域の利用者及び交通弱者

担当責任者名 木曽智仁

人に優し い道路・ 交通体系づく り
総合計画での

位置付け

事業評価の有無

【 開始】 令和/平成

令和快適空間都市の創造

伊予市総合計画、 伊予市地域公共交通システム計画、 道路運送法

設定なし

実 施 期 間
【 終了】

法令根拠等

事務事業名 地域公共交通事業
会計名称 担当課 経済雇用戦略課

予算科目 事業番号

令和 3 年度　 事務事業評価シート

一般会計

514 所属長名 小笠原幸男

59, 294

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0



事務事業評価（ CHECK)

5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。
5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

成果向上の可能性 4

施策への貢献度

市民の生活交通手段の確保、 地域間移動の促進による地
域振興を推し 進めるため、 事業の継続が必要であると 判
断する。

4

4

効率性

手段の最適性 4

一
 
次
 
判
 
定
 
（

 
所
 
属
 
長
 
）

妥当性

有効性
中山・ 双海地域を運行区域と するデマンド タ ク シーにつ
いては、 想定以上に利用者の減少が進んでいるこ と か
ら 、 運行内容の見直し 、 制度の周知・ 啓発、 説明会の開
催等に取り 組むこ と で、 利用促進に努める必要がある。  
一方、 伊予地域を運行区域と するコ ミ ュ ニティ バスにつ
いては、 一昨年の路線・ 運行時間等の見直し により 、 利
用者が拡大傾向にあるこ と から 、 市民生活の一部と し て
定着するよう 更なる周知に努めていき たいと 考える。

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率 3

市民（ 受益者） 負担
の適正

社会情勢等への対応 5

市の関与の妥当性 4

事業の効果 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

事業廃止と 判断する

施策への貢献度 4

効率性

手段の最適性 3 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

B

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率

有効性

事業の効果 5 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A成果向上の可能性 4

S社会情勢等への対応 5

市の関与の妥当性 4

3

市民（ 受益者） 負担
の適正 3

目的の妥当性 4

新たな課題や当初の
改善策に対する対応状況
（ 今年度の途中経過）

コ ミ ュ ニティ バスの利用は堅調に進んでいるも のの、 デマンド タ ク シーの利用が伸びていない。 広報等の周知を徹底し 、 利用増を目指す。

事
 
 
 
 
 
 
務
 
 
 
 
 
 
事
 
 
 
 
 
 
業
 
 
 
 
 
 
の
 
 
 
 
 
 
評
 
 
 
 
 
 
価

自
 
己
 
判
 
定
 
（

 
担
 
当
 
責
 
任
 
者
 
）

妥当性

目的の妥当性 5 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

事

業

成

果

・

工

夫

し

た

点

事
業
の
苦
労
し
た
点
・
課
題

コ ミ ュ ニティ バス、 デマンド タ ク シーと も に円滑な運行
がなさ れ、 運用に関する支障はなかっ た。  
コ ミ ュ ニティ バスに関し ては、 令和２ 年度の本格運行か
ら 2年目を迎え、 堅調に利用者が増加し ている。 路線・
停留所の追加、 フ リ ー乗降区間の導入など、 再編後の仕
組みが徐々に浸透し た結果と 推測する。  

デマンド タ ク シーの利用者数の減少が年々加速し てい
る。 利用促進に向けた周知を増やし たも のの、 減少に歯
止めがかから なかっ た。 利用者が増えない原因究明を急
ぐ と と も に、 令和5年度に変更の必要のある協定内容に
関し 、 仕組みを見直す必要がある。  
新たな利用者増に向けた周知方法の検討が必要である。

事

業

の

方

向

性

所

属

長

の

課

題

認

識

■ 事業継続と 判断する。

□ 事業縮小と 判断する

□

（ 判断の理由）



今後の方向性（ ACTI ON）

□ 事業の縮小を 行う 。

□ 事業の休止、 廃止を 行う 。

経
営
者
会
議

の
最
終
判
断

事業の方向性

■

一次判定は以下の点について外部評価が必要と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

【 行政評価委員会委員選定事業】
コ ミ ュ ニティ バスも デマンド タ ク シーにおいても 、 利用促進を図るため対策を速やかに検討・ 実施するこ
と 。

施
 
策
 
を
 
踏
 
ま
 
え
 
た
 
判
 
断

二
　
　
　
次
　
　
　
判
　
　
　
定

□

一次判定結果は以下の点について良好と 評価し 、 更なる事業推進を 求める。

コ メ ント 欄

□ さ ら に重点化する。

□ 現状のまま継続する。

□ 右記の点を見直し の上、 継続する 。

行
政
評
価
委
員
会
の
答
申

外
 
 
部
 
 
評
 
 
価

答申の内容

⇒

□ 既に事業廃止が決定し ている こ と から 、 廃止に向けた手続を 行う 。

指摘事項を踏まえ、 事務改善、 事業推進
に努め、 今年度の事務事業評価シート に
反映さ せるこ と 。

□ 一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する 。

□

一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する が、 以下の課題を 新たに追加する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業縮小と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業廃止と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。



事務事業の概要・計画（PLAN）の補足

事業活動の内容・成果（DO)の補足 その他の補足

（決算額の数値を記入） 別添添付資料

参考データ

（検索ワード）

（検索ワード）

事業コード

事業コード 摘　　要

直接事業費 56,364

節

需用費

41

事業費

123

積立金

役務費

委託料
使用料及び賃借料

備品購入費

細節

1,324

187

54,655

上記以外の事業費合計

摘　要

34

令和３年度事務事業補助シート 事務事業名 地域公共交通事業

0 一般事務費、上記で書き表せないもの

事務事業名 事務事業の概要

事務事業名

独立した事業であり、このシートだけで十分事業の説明が可能である。

事業の性格

下記に掲げる事業と密接な関係があり、これらのシートと合わせてこの事業の説明が可能である。

事業の類似性
独自性が強く、類似する事業は思い浮かばない。

下記に掲げる事業において、摘要に掲げる項目に関し類似性が認められる。

直接事業費（単位：千円）の内訳（説明に必要と思われる項目を列記すること） 添付資料は用意すること

位置図（施設の場所、作業場所など）

パンフレット

その他（独自に作成した概要、説明資料）

伊予市ホームページ

その他参考となるホームページ

その他国や県が出している参考資料

特になし



 




